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月 大曲 秋田 東京

1月 34.0 39.0 192.6

2月 56.7 64.3 170.4

3月 107.3 121.5 175.3

4月 160.3 168.6 178.8

5月 190.1 184.9 179.6

6月 174.8 179.5 124.2

7月 148.6 150.3 151.4

8月 182.5 186.9 174.2

9月 146.5 160.8 126.7

10月 129.2 143.1 129.4

11月 84.8 83.2 149.8

12月 41.5 45.3 174.4

年合計 1460.9 1527.4 1926.7



 

 

 

 

月 風速(m/s) 
月平均 最大 

1 月 2.0 11.8 
2 月 2.2 12.9 
3 月 2.2 11.6 
4 月 2.3 11.9 
5 月 2.0 9.2 
6 月 1.7 7.9 
7 月 1.4 7.5 
8 月 1.4 7.1 
9 月 1.4 8.3 
10 月 1.6 10.8 
11 月 1.6 10.0 
12 月 2.0 11.8 
平均 1.8 10.1 
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項  目 市全体 大曲 神岡 西仙北 中仙 協和 南外 仙北 太田 

最大積雪深(cm) 211 211 192 166 180 152 180 199 187 

平均累積降雪量(cm) 673 635 612 543 599 567 598 565 612 
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項目 
1955 
年度 

1960 
年度 

1965 
年度 

1970 
年度 

1975 
年度 

1980 
年度 

1985 
年度 

人口（人） 123,158 120,366 112,893 108,374 105,444 106,428 105,926 

世帯数（世帯） 21,263 22,722 23,900 24,895 25,657 26,542 26,731 

項目 
1990 
年度 

1995 
年度 

2000 
年度 

2005 
年度 

2010 
年度 

2015 
年度 

2020 
年度 

人口（人） 103,564 100,879 98,326 93,352 88,301 82,783 77,657 

世帯数（世帯） 27,144 27,702 28,623 28,381 28,354 28,198 28,370 

項目 田 畑 宅地 池沼 山林 原野 雑種地・ 
その他 合計 

面積(km²) 187.91 22.02 26.33 2.55 280.70 42.37 304.91 866.79 

構成比(％) 21.7 2.5 3.0 0.3 32.4 4.9 35.2 100.0 

田

21.7%

畑

2.5%
宅地

3.0%

池沼

0.3%
山林

32.4%

原野

4.9%

雑種地・その他

35.2%
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年 

0～14 歳 15～64 歳 65 歳～ 年齢不詳 
人口計 
（人） 人口 

（人） 構成比 人口 
（人） 構成比 人口 

（人） 構成比 人口 
（人） 

2000 年 13,233  13.5％ 59,678  60.7％ 25,415  25.8％ 0  98,326  

2005 年 11,234  12.0％ 54,479  58.4％ 27,639  29.6％ 0  93,352  

2010 年 9,743  11.0％ 50,632  57.3％ 27,919  31.6％ 7  88,301  

2015 年 8,725  10.5％ 45,364  54.8％ 28,659  34.6％ 35  82,783  

2020 年 7,611  9.8％ 39,751  51.2％ 29,871  38.5％ 424  77,657  

9.8%

10.5%

11.0%

12.0%

13.5%

51.2%

54.8%

57.3%

58.4%

60.7%

38.5%

34.6%

31.6%

29.6%

25.8%

0.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年

2015年

2010年

2005年

2000年

0～14歳 15～64歳 65歳～ 年齢不詳



 

住宅の建築の時期 

太陽熱を利用した 
温水機器等 

太陽光を利用した 
発電機器 

二重以上のサッシ又は 
複層ガラスの窓 

小計 
あり なし あり なし 

全ての
窓にあり 

一部の
窓にあり 

なし 

(戸) (戸) (戸) (戸) (戸) (戸) (戸) (戸) 

1970 年以前 60 4,080 50 4,090 220 1,660 2,260 4,140 

1971～1980 年 30 5,060 30 5,060 410 2,390 2,290 5,090 

1981～1990 年 40 3,990 30 3,990 650 2,040 1,350 4,030 

1991～1995 年 30 2,770 40 2,760 1,200 1,090 520 2,810 

1996～2000 年 20 2,910 40 2,890 1,670 920 340 2,930 

2001～2005 年 50 2,130 70 2,110 1,060 710 410 2,180 

2006～2010 年 80 2,260 60 2,280 1,580 580 180 2,340 

2011～2015 年 60 2,130 130 2,070 1,270 580 350 2,200 

2016～2018 年 9 月 20 1,030 30 1,020 610 260 180 1,050 

合計 390 27,230 490 27,130 8,810 10,570 8,250 28,180 

年 新築戸数※(戸) 
1971～1980 年 2,320 
1981～1990 年 1,940 
1991～2000 年 3,570 
2001～2010 年 2,640 

2011～2018 年 9 月 1,960 
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再生可能エネルギー種別 
区域の再生可能エネルギーの設備容量の導入状況(kW) 

2014 
年度 

2015 
年度 

2016 
年度 

2017 
年度 

2018 
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

太陽光発電 
（10kW 未満） 

1,949 2,160 2,373 2,516 2,647 2,832 2,997 

太陽光発電 
（10kW 以上） 

665 3,771 3,870 19,120 19,345 19,494 19,494 

風力発電 0 0 0 0 0 0 0 
水力発電 0 0 0 0 0 18 18 
地熱発電 0 0 0 0 0 0 0 
バイオマス発電 0 0 0 0 7,050 7,050 7,050 

再生可能エネルギー合計 2,614 5,931 6,243 21,636 29,042 29,394 29,559 

区域の電気使用量        
対消費電力 FIT 導入比※1        

再生可能エネルギー種別 
区域の再生可能エネルギーによる発電電力量（MWh）※2 

2014 
年度 

2015 
年度 

2016 
年度 

2017 
年度 

2018 
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

太陽光発電 
（10kW 未満） 

2,339 2,593 2,848 3,020 3,177 3,399 3,597 

太陽光発電 
（10kW 以上） 

880 4,988 5,119 25,291 25,589 25,785 25,785 

風力発電 0 0 0 0 0 0 0 
水力発電 0 0 0 0 0 95 95 
地熱発電 0 0 0 0 0 0 0 
バイオマス発電 0 0 0 0 49,406 49,406 49,406 

再生可能エネルギー合計 3,219 7,581 7,967 28,311 78,172 78,685 78,883 

区域の電気使用量 438,957 453,418 511,994 477,895 479,761 467,645 467,645 
対消費電力 FIT 導入比※1 0.7% 1.7% 1.6% 5.9% 16.3% 16.8% 16.9% 



 

太陽光発電

（10kW未満）

10.1%

太陽光発電

（10kW以上）

65.9%
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0.0%
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0.0%

バイオマス発電

23.9%
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大区分 中区分 賦存量 導入ポテンシャル 単位 

太陽光 

建物系 
― 577.784 MW 

― 644,294.873 MWh/年 

土地系 
― 4,044.849 MW 

― 4,514,490.926 MWh/年 

合計 
― 4,622.633 MW 

― 5,158,785.800 MWh/年 

風力 陸上風力 
1,675.300 513.000 MW 

3,430,529.539 1,056,757.334 MWh/年 

中小水力 

河川部 
― 3.794 MW 

― 23,249.610 MWh/年 

農業用水路 
― 2.407 MW 

― 0.001 MWh/年 

合計 
― 6.201 MW 

― 23,249.611 MWh/年 

地熱 

蒸気フラッシュ 
0.000 0.000 MW 

― 0.000 MWh/年 

バイナリー 
0.000 0.000 MW 

― 0.000 MWh/年 

低温バイナリー 
0.002 0.002 MW 

― 10.300 MWh/年 

合計 
0.002 0.002 MW 

― 10.300 MWh/年 

再生可能エネルギー（電気）合計 
― 5,141.836 MW 

― 6,238,803.045 MWh/年 

地中熱 地中熱 ― 5,384,088.170 GJ/年 

太陽熱 太陽熱 ― 499,367.252 GJ/年 

再生可能エネルギー（熱）合計 ― 5,883,455.421 GJ/年 



 

 

大区分 中区分 小区分 

大仙市の 
設備容量 
ポテンシャル 
【REPOS】 

(MW) 

2030 年度の目標 2050 年度の目標 

導入 

主体 
設備容量 
(MW) 

導入量 
(TJ) 

温室効果 
ガス 

削減量 
(千 t-CO2) 

設備容量 
(MW) 

導入量 
(TJ) 

温室効果 
ガス 

削減量 
(千 t-CO2) 

太陽光 

建物系 

官公庁 [0.709] 0.575 2.3 0.2 
0.709 

(100%)
2.8 0.3 市 

病院 [0.048] 0.048 0.2 0.0 
0.048 

(100%)
0.2 0.0 市 

学校 [0.350] 0.298 1.2 0.1 
0.350 

(100%)
1.4 0.2 市 

その他 
建物 

387.545 13.564 53.5 3.7 
140.000 
(約 40%)

551.9 66.0 事業者 

戸建 
住宅等 

154.465 1.750 6.9 0.5 
55.000 

(約 40%)
216.8 25.9 市民 

集合住宅 0.743 0 0 0.0 
0.300 

(約 40%)
1.2 0.1 事業者 

工場・ 
倉庫 

9.483 0.332 1.3 0.1 
3.600 

(約 40%)
14.2 1.7 事業者 

鉄道駅 1.089 0 0 0.0 
0.450 

(約 40%)
1.8 0.2 事業者 

建物系計 554.432 16.567 65.4 4.6 200.457 790.3 94.4 － 

土地系 
荒廃農地 105.327 2.150 8.5 0.6 

10.000 
(約 10%) 

39.4 4.7 事業者 

市遊休地 [2.798] 0.550 2.2 0.2 
2.798 

(100%) 
11.0 1.3 市 

土地系計 108.125 2.7 10.7 0.8 12.798 50.4 6.0 － 

風力 陸上風力 513.000 0 0 0 
50.000 

(約 10%) 
370.8 44.3 事業者 

中小 
水力 

河川部 3.794 0 0 0 
0.300 

(約 10%) 
6.6 0.8 市 

バイオマス(電気) － 0 0 0 7.050 180.0 21.5 事業者 

小計 － 19.3 76.0 5.3 270,605 1,398.1 167.1 － 

現状の再生可能エネルギー導入量 －   29.6 284.0 19.7   29.6 284.0 34.0 － 

再生可能エネルギー(電気)合計 －    48.9 360.0 25.0 270,634 1,682.1 201.1 － 
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部門 取り組み内容 

産業部門 
・もみ殻ボイラー導入（ユメリア） 

・食品ロス対策（食べきり協力店登録制度、３０１０運動等） 

業務部門 

・公共施設への太陽光発電設備設置（庁舎、中学校他） 

・公共施設の省エネ化（高効率空調、LED 等）、道路照明の LED 化 

・公営発電所の設置運営（柏台太陽光発電所、真木小水力発電所） 

・公共施設へのクリーンエネルギー電力の導入 

家庭部門 

・家庭用 LED 照明購入への補助金 

・住宅リフォーム支援事業（省エネ設備、環境対策設備等） 

・ゼロカーボンシティ推進事業費補助金（太陽光、蓄電池、V2H） 

・家庭ゴミの分別回収及びリサイクルの推進 

・天ぷら油の回収及びリサイクル 

運輸部門 

・公用車の次世代自動車化 

・ゼロカーボンシティ推進事業費補助金（EV 車、PHEV 車、EV 充電器） 

・公共施設への EV 充電器設置（令和 6 年より運用開始予定） 

その他 
・森林の適正管理及び好循環利用を図る再造林の推進 

・クールビズの実施、各種業務のオンライン化 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



 

10,302 9,043 9,003 ▲13% 3,969 1,299 1,084 1,586 ― 6,333 ▲39%
産業部門 2,267 2,422 2,393 +6% 717 -126 130 714 ― 1,549 ▲32%
民生家庭部門 2,674 1,962 1,911 ▲29% 1,390 764 231 396 ― 1,285 ▲52%
民生業務部門 2,016 1,448 1,490 ▲26% 1,172 526 203 443 ― 844 ▲58%
運輸部門 2,134 1,993 1,951 ▲9% 603 184 386 33 ― 1,531 ▲28%
エネルギー転換部門 529 482 537 +1% 33 -8 41 ― ― 496 ▲6%
廃棄物部門 438 520 505 +15% 27 -67 93 ― ― 411 ▲6%
工業プロセス等 244 217 217 ▲11% 26 26 0 ― ― 217 ▲11%

985 962 960 ▲3% 210 25 184 ― ― 775 ▲21%
メタン（CH₄） 528 453 414 ▲22% 114 ― ―
一酸化二窒素（N₂O） 314 296 288 ▲8% 26 ― ―
ハイドロフルオロカ
ーボン類（HFCs）
パーフルオロカーボ
ン類（PFCs）
六ふっ化硫黄（SF₆） 8 8 8 +2% 0 ― ―
三ふっ化窒素（NF₃） 1 2 2 +69% -1 ― ―

11,287 10,006 9,963 ▲12% 4,178 1,324 1,268 1,586 ― 7,109 ▲37%
― ― ― ― 1,900 ― ― ― 1,900 ― ―

11,287 10,006 9,963 ▲12% 6,078 1,324 1,268 1,586 1,900 5,209 ▲54%

小計
森林吸収
合計

▲47%20 25 25 +26% -5 ― ―67

-109

182

― ―

その他ガス

142 2 699 ▲17%

115 179 223 +95%

76

(千 t-CO₂)

種類
2013
実績値
（Ａ）

2018
実績値

2030
（現状趨勢）

削減量
（Ｂ）

2030
目標排出量

（Ａ）-（Ｂ）

2013
比

計

①
現状趨勢
ケースの
推計

②
各分野の

対策

③
電力の

脱炭素化

④
森林
吸収

2013
比

二酸化炭素

728.3 678.3 
660.6 671.8 679.0 644.9 627.5 
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-13.8％

（-100.7千t-CO₂）



 

 

 

 

 

  

パターン 内容

①現状趨勢ケース（ＢＡＵ）
・今後追加的な排出量削減対策を行わない場合の推計値
　※人口や経済など活動量の変化等による削減を推計したもの

②削減対策・技術革新ケース
   （中位ケース）

・電力会社の電力排出係数の低減（電力の脱炭素化）による推計値
・国の「地球温暖化対策計画」に示される施策により削減対策を実施した場合の推計値
・技術革新や社会変容等による削減効果等の推計値

③再生可能エネルギー導入
　 ケース（高位ケース）

・再生可能エネルギーを導入した場合の推計値

④森林吸収量 ・市内の森林等から吸収される温室効果ガスの推計値



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガス・部門 

温室効果ガス排出量 
（実績値） 

現状趨勢ケース 
（推計値） 

2013 年度 
(千 t-CO2) 
【基準年度】 

2019 年度 
(千 t-CO2) 
【現況年度】 

2030 年度 2050 年度 

排出量 
(千 t-CO2) 

2013 
年度比 
増減率 

排出量 
(千 t-CO2) 

2013 
年度比 
増減率 

エネ起 CO2 

産業部門 130.4 152.4 146.5 12.4% 146.7 12.5% 

業務その他部門 131.2 98.3 98.0 -25.3% 97.3 -25.8% 

家庭部門 191.5 131.3 106.5 -44.4% 77.3 -59.6% 

運輸部門 205.7 181.5 155.9 -24.2% 120.0 -41.7% 

非エネ CO2 廃棄物分野 11.2 8.9 8.8 -21.3% 8.8 -21.5% 

CO2 合計 670.0 572.2 515.8 -23.0% 450.0 -32.8% 

CH4 55.2 52.4 53.4 -3.2% 53.2 -3.6% 

N2O 3.1 2.9 2.9 -7.0% 2.8 -10.9% 

温室効果ガス排出量 合計 728.3 627.5 572.1 -21.4% 506.0 -30.5% 

削減量   (-156.2)  (-222.3)  



 

部門 

エネルギー消費量 
（実績値） 

現状趨勢ケース 
（推計値） 

2013 年度 
(TJ) 

【基準年度】 

2019 年度 
(TJ) 

【現況年度】 

2030 年度 2050 年度 

消費量 
(TJ) 

2013 
年度比 
増減率 

消費量 
(TJ) 

2013 
年度比 
増減率 

産業部門 1,329.4 1,448.4 1,428.1 7.4% 1,428.1 7.4% 

業務その他部門 1,158.7 848.0 819.1 -29.3% 758.5 -34.5% 

家庭部門 1,915.1 1,341.2 1,064.0 -44.4% 205.1 -89.3% 

運輸部門 3,033.2 2,703.2 2,193.3 -27.7% 1,591.0 -47.5% 

エネルギー消費量 合計 7,436.5 6,340.8 5,504.4 -26.0% 3,982.7 -46.4% 

削減量   (-1,932.1)  (-3,453.8)  
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（-156.2千t-CO₂）



 

 

 

部門 
(電気を使用する部門のみ) 

① ② ③＝①×② ④＝③× 
（0.25/0.519） ⑤＝③-④ 

2013 
年度比 
削減率 

BAU 
排出量 

(千 t-CO2) 

電力 
比率 

現状の係数
による排出量 
(千 t-CO2) 

係数低減後による
排出量 

(千 t-CO2) 

削減 
見込量 

(千 t-CO2) 

産業部門 

製造業 94.0 87.4% 82.1 39.5 42.5 56.0% 

建設業・鉱業 12.7 31.8% 4.0 1.9 2.1 9.1% 

農林水産業 39.9 12.1% 4.8 2.3 2.5 8.0% 

業務その他部門 98.0 82.4% 80.8 38.9 41.9 31.9% 

家庭部門 106.5 59.3% 63.2 30.4 32.7 17.1% 

運輸部門 鉄道 8.2 97.0% 7.9 3.8 4.1 35.2% 

合計 359.3  242.9 117.0 125.9 17.3% 

電力排出係数 
（kg-CO2/kWh） 

  0.519 0.250   

₂

₂

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

部門 主要な対策 

削減見込量 
エネルギー 
消費量 
（TJ） 

温室効果ガス 
排出量 

（千 t-CO2） 

産業

部門 

製造業 

省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入促進 75.8 4.7 

業種間連携省エネルギーの取組推進 5.6 0.4 

燃料転換の推進  0.8 

ＦＥＭＳを利用した徹底的なエネルギー管理の実施 17.1 1.1 

建設・鉱業 省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入促進 5.4 0.4 

業務その他部門 

建築物の省エネルギー化 82.7 5.3 
高効率な省エネルギー機器の普及・トップランナー制度
等による機器の省エネルギー性能向上 90.7 2.4 

ＢＥＭＳの活用、省エネルギー診断等を通じた徹底的
なエネルギー管理の実施 40.3 2.4 

脱炭素型ライフスタイルへの転換 0.8 0.0 

廃棄物処理における取組（エネルギー起源 CO2） 2.6 0.2 

家庭部門 

住宅の省エネ化 65.3 4.1 

高効率な省エネルギー機器の普及 63.1 2.1 

トップランナー制度等による機器の省エネ性能向上 29.7 1.6 
ＨＥＭＳ・スマートメーター・スマートホームデバイスの導
入や省エネルギー情報提供を通じた徹底的なエネルギー
管理の実施 

43.3 2.9 

脱炭素型ライフスタイルへの転換 2.6 0.1 

運輸

部門 

自動車 

次世代自動車の普及、燃費改善 273.6 19.1 

公共交通機関及び自転車の利用促進 2.5 0.7 

脱炭素型ライフスタイルへの転換 31.7 2.2 

鉄道 鉄道分野の脱炭素化 0.0 0.0 

農業分野（CH4） 
農地土壌に関連する温室効果ガス排出削減対策 
（水田メタン排出削減）  7.9 

農業分野（N2O） 
農地土壌に関連する温室効果ガス排出削減対策 
（施肥に伴う一酸化二窒素削減）  1.4 

合計 832.6 59.7 

2013 年度比削減率 11.2% 8.2% 

  



 

 

 

 

 

項目 
BAU 排出量 
（千 t-CO2） 

削減率 
（％） 

削減見込量 
（千 t-CO2） 

2013 年度比 
削減率 
（％） 

うち廃プラ由来 7.8 50 3.9 0.5 

うちその他由来 1.0 － 0.0 － 

廃棄物分野合計 8.8 － 3.9 0.5 

 

 

項目 

2030 年度 2050 年度 
エネルギー 
消費量 
(TJ) 

CO2 
排出量 

(千 t-CO2) 

エネルギー 
消費量 
(TJ) 

CO2 
排出量 

(千 t-CO2) 

2013 年度 【基準年度】 実績値 7,436.5 728.3 7,436.5 728.3 

削減 

項目 

①現状趨勢ケース（BAU)での削減量 -1,932.1 -156.2 -3,453.8 -222.3 

②-1 電力排出係数の低減 －※ -125.9 － － 

②-2 国で示す削減対策の実施 -832.6 -59.7 － － 

②-3 技術革新・社会変容等(2050 年度) － － -2,249.5 -240.4 

  エネルギー分野 － － -2,249.5 -236.5 

  非エネルギー分野 － － － -3.9 

合計 4,671.8 386.5 1,733.1 265.6 

2013 年度比 削減率 37.2% 46.9% 76.7% 63.5% 

₂ ₂

部門 

① ② ③＝①×② ④＝①-③ 2013 年度比 
BAU 

エネルギー 
消費量
（TJ） 

エネルギー 
消費 

変化率 

脱炭素シナリオ 
エネルギー消費量 

（TJ） 

削減見込量 
（TJ） 

削減見込
量 

（TJ） 
削減率 

産業部門 1,428.1 64.4% 919.3 508.7 410.1 38.3% 
業務その他部門 758.5 48.4% 367.1 391.4 791.6 33.8% 
家庭部門 205.1 47.6% 97.6 107.5 1,817.5 5.6% 

運輸 
部門 

自動車 
旅客 703.6 9.8% 68.9 634.8 1,311.5 46.0% 
貨物 774.0 28.3% 219.3 554.7 1,237.1 38.1% 

鉄道 113.3 53.7% 60.9 52.4 135.6 26.7% 
合計 3,982.7  1,733.1 2,249.5 5,703.3 30.3% 



 

項目 

2030 年度 2050 年度 
エネルギー 
消費量 
(TJ) 

CO2 
排出量 

(千 t-CO2) 

エネルギー 
消費量 
(TJ) 

CO2 
排出量 

(千 t-CO2) 

2013 年度 【基準年度】 実績値 7,436.5 728.3 7,436.5 728.3 

削減 

項目 

①現状趨勢ケース（BAU)での削減量 -1,932.1 -156.2 -3,453.8 -222.3 

②-1 電力排出係数の低減 － -125.9 － － 

②-2 国等との連携による削減対策 -832.6 -59.7 － － 

②-3 技術革新・社会変容等(2050 年度) － － -2,249.5 -240.4 

  エネルギー分野 － － -2,249.5 -236.5 

  非エネルギー分野 － － － -3.9 
③再生可能エネルギーの導入 
（非化石エネルギー分導入したケース） (-360.0) -25.0 (-1,682.1) -201.1 

合計 4,671.8 361.5 1,733.1 64.5 

2013 年度比削減率 37.2% 5０.４% 76.7% 91.1% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

項目 

2030 年度 2050 年度 

エネルギー 
消費量 
(TJ) 

温室効果 
ガス 

排出量 
(千 t-CO2) 

エネルギー 
消費量 
(TJ) 

温室効果 
ガス 

排出量 
(千 t-CO2) 

2013 年度 【基準年度】 実績値 7,436.5 728.3 7,436.5 728.3 

削

減 

項

目 

①現状趨勢ケース（BAU)での削減量 -1,932.1 -156.2 -3,453.8 -222.3 

②-1 電力排出係数の低減 － -125.9 － － 

②-2 国等との連携による削減対策 -832.6 -59.7 － － 

②-3 技術革新・社会変容等(2050 年度) － － -2,249.5 -240.4 

  エネルギー分野 － － -2,249.5 -236.5 

  非エネルギー分野 － － － -3.9 
③再生可能エネルギーの導入 
（非化石エネルギー分導入したケース） (-360.0) -25.0 (-1,682.1) -201.1 

排出量合計 4,671.8 361.5 1,733.1 64.5 

2013 年度比 削減率 37.2% 50.4% 76.7% 91.1% 

④森林吸収量 － -114.0 － -114.0 

排出量－森林吸収量 － 247.5 － -49.5 

2013 年度比 削減率 37.2% 66.0% 76.7% 106.8% 
 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

  

 

 

 



 

基本方針  施策内容 
   

方針１ 
 

家庭での脱炭素推進 
 

 ① 太陽光発電設備及び蓄電池の普及 

 ② 新築住宅における ZEH の普及 

 ③ 既存住宅における省エネルギー化 

 ④ バイオマス資源の活用 

 ⑤ ゼロエネルギー住宅街区の形成検討 

 ⑥ 市民の機運醸成 
   

方針２ 
 

事業者の脱炭素推進 

 ① 太陽光発電設備及び蓄電池の普及 

 ② 再エネ電力への切替え 

 ③ 業務ビル等の省エネルギー化 

 ④ ZEB の推進 

 ⑤ もみがらのエネルギー利用検討 

 ⑥ 新技術の活用 

 ⑦ 事業者連携の推進 
   

方針 3 

次世代自動車（EV 等）の推進 

 ① 次世代自動車への転換 

 ② 公共交通利用促進及び公共交通の電動化の推進 
    

方針４ 

循環型社会の形成 

 ① ごみの減量化・リサイクルの推進 

 ② 木くずのバイオマス資源化の検討 

 ③ ごみ削減・分別の意識向上 
   

方針５ 

関係機関との連携強化 

 ① 都市間連携の推進 

 ② Ｊ-クレジット制度の活用 

 



 

市 

・「大仙市ゼロカーボンシティ推進事業費補助金」の利用推進 
・市民への太陽光発電設備や関連融資等の情報提供 
・HPや市広報、SNS等を活用した情報発信 
・太陽光発電設備事業者の誘致 

市民 ・再生可能エネルギー設備の積極導入

事業者 
・太陽光発電設備普及に向けた情報提供の協力 

・太陽光発電設備の取り扱いに向けた取組

市 
・事業者(地元ハウスメーカー等)と連携したZEHの概要等に関する情報提供 

・ZEHへの導入支援事業の実施 

市民 ・新築住宅のZEH化 

事業者 
・ZEH等に関する情報提供の協力 

・ZEHビルダー/プランナーの取得 

市 

・「大仙市住宅リフォーム支援事業補助金」の利用推進 

・地球温暖化対策として国民運動「デコ活」を推進 

・HEMS等の導入支援事業の実施 

・省エネに関する取組例や節約効果等の情報提供 

・省エネ設備事業者のさらなる誘致 

市民 

・建築物の省エネルギー化（ZEH Oriented） 

・高効率設備（トップランナー基準の設備）の利用 

・HEMS等の導入や省エネルギー情報提供を通じた徹底的なエネルギー管理 

・クールビズ、ウォームビズ、家庭エコ診断の実施 

事業者 ・建築物の省エネルギー化に向けた情報提供の協力 



 

市 
・木質チップ及びペレットストーブ活用の推進 

・木質ペレット製造事業者の誘致 

・ペレットストーブなどの購入支援事業の検討 

市民 ・木質チップ及びペレットのエネルギー利用等の検討 

事業者 ・木質チップ及びペレットの製造の検討

市 ・事業者と協力したゼロエネルギー住宅街区形成可能性の調査・検討 

市民 ・新築住宅のZEH化 

事業者 ・ゼロエネルギー住宅街区形成の検討への参画 

市 

・事業者と連携した環境講座・教育の実施 

・EV普及啓発イベントの実施 

・再生可能エネルギー導入の理解促進や環境への関心を高めるための情報発信 

・ 「大仙市SDGｓ取組宣言プロジェクト」の推進 

市民 
・環境に関する講座・イベントへの積極的な参加 

・再生可能エネルギー電力への切り替え 

事業者 
・市の施策・取組への協力 

・自社の環境への取組を積極的に発信 

 

 

 

 

 



 

市 

共通 
・PPA（オンサイト型、オフサイト型）事業による費用対効果等の情報発信 
・地域内エネルギーの地産地消に向けたマイクログリッド形成の検討 
・行政の導入支援事業の実施検討と情報発信 

中小規模 

事業者向け 
・再エネ設備の導入促進に向けた施策の実施 

・先進事例の情報収集、及び事業者への情報提供

事
業
者 

大規模 
事業者 

・補助事業を活用した工場や社屋における太陽光発電設備の積極導入 
・工場や社屋のZEB化の検討 

中小規模 

事業者 
・補助事業を活用した太陽光発電設備の積極導入 

・市内事業者における取組の情報共有

市 
・公共施設や事業者の再エネ電力への切替え促進 

・再エネ電力についての情報提供 

事業者 ・再エネ電力への切替え検討 

市 

共通 
・事業者の省エネ設備の導入支援 
・省エネ設備や省エネ行動に関する情報提供 
・地球温暖化対策として国民運動「デコ活」を推進 

中小規模 

事業者向け 

・事業者向け補助事業の検討 
・省エネに向けた取組の先進事例の情報収集及び情報提供 
・省エネ診断の実施の推進 

事業者 

共通 

・省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入促進 
・業種間連携省エネルギーの取組推進 
・燃料転換の推進 
・FEMS、BEMSを利用した徹底的なエネルギー管理の実施 
・農業用ビニルハウスでの高効率冷暖房機器の導入 
・クールビズ・ウォームビズの実施 

大規模 

事業者 
・「省エネ法」に基づき、「年平均1%以上のエネルギー消費原単位の低減」に向 

けた取組の実施 

中小規模 

事業者 

・補助事業を活用した省エネ設備の積極導入 
・市内事業者における省エネに向けた取組の情報共有 
・省エネ診断の実施 



 

市 
・新築する市関連施設のZEB化 

・ZEB導入推進に向けた施策の実施 

・公共施設への再エネ導入と省エネ設備の導入 

事業者 
・新築建築物のZEB化 

・既存建築物の省エネ改修の実施 

市 
・もみがらの収集・集積のシステム検討 

・もみがらボイラー導入の推進 

事業者 
・もみがらを利用したバイオマス発電や暖房の利用検討 

・モミガライトの製造・販売 

市 

・曲面ソーラーパネルなど新技術を活用した太陽光発電設備の情報収集と活用の検討 

・小型風力発電や高効率風力発電等に関する新技術の情報収集と活用の検討 

・農業用水路を活用した小水力発電の革新的技術の情報収集と活用の検討 

・非化石エネルギー等を利用した革新的技術の情報収集と活用の検討 

事業者 
・業界の革新的技術の情報を市と共有 

・市と協力した革新的技術の利用方法の検討 

市 
・市内事業者の先進事例の情報共有に向け交流の機会の創出 
・「大仙市SDGｓ取組宣言プロジェクト」の推進 
・ゼロカーボン達成事業者等へのインセンティブの検討 

事業者 
・市内事業者における再エネ・省エネの設備導入や取組の先進事例の共有 

・同業事業者間や団体での情報共有や合同での取組 



 

市 

・公用車の次世代自動車への更新 
・国等の補助制度の周知 
・「大仙市ゼロカーボンシティ推進事業費補助金」の周知 
・市関連施設や道の駅へのEV充電器設置 
・EV車やPHEV車の給電機能を活用した災害（停電）時の使用PR 
・宿泊施設や観光施設へのEV充電器設置の奨励 
・エコドライブの推進 

市民 
・自家用車の次世代自動車への転換 
・エコドライブの実施 

事業者 

・社用車の次世代自動車への転換 
・EV充電器の設置 
・エコドライブの実施 
・革新的技術の情報収集及び提供 

市 

・鉄道やバスを用いた地域交通ネットワークの再構築 
・公共交通機関に関する情報の提供 
・オンデマンド交通、タクシーのサブスクリプションサービスの導入検討 
・EV カーシェアリング等の導入検討 
・バス路線の整備による利便性の向上に向けた市内バス事業者への呼びかけ 
・コミュニティバスの EV 化 

市民 ・自家用車から公共交通への利用転換 

事業者 
・バスのEV化 
・鉄道の脱炭素化（再エネ電力の活用等） 
・エコ通勤の推進 



 

市 

・４R運動の実施によるごみ減量化の推進 
・電池や小型家電等の回収による資源化 
・プラスチックごみの分別回収の実施 
・不用品の再利用やリサイクルの推進 
・「大仙市食べきり協力店登録制度」に基づく食品ロス対策の推進 
・各種団体が実施する資源回収の奨励 
・取組方法や効果の情報提供 

市民 
・ごみの分別の徹底 
・マイバッグやマイボトルの利用によるごみの削減 
・「使い切れる量だけ購入」、「残さず食べる」等による家庭での食品ロス削減 

事業者 
・事業活動や運営方法の見直し等によるごみの削減・資源化 
・食品ロス対策の実施 

市 
・木くず再利用、エネルギー利用モデルの情報収集と利用促進 

・木質ペレット等製造事業者の誘致 

市民 ・木くずのエネルギー利用等の検討 

事業者 ・木くずの再利用やエネルギー利用等の検討 

市 
・環境学習講座、環境イベントの実施 

・ゼロカーボンシティに向けた取組・効果の情報提供 

市民 ・環境講座等への積極的な参加 

事業者 ・環境学習講座等、市と連携した取組の実施 

 

 



 

市 
・「友好交流都市」や先進自治体との「環境姉妹都市」構想の検討 

・国や県、環境姉妹都市、事業者等との施策連携や環境イベントの共同実施 

事業者 ・行政施策との連携や共同イベントへの参加

市 
・自治体や企業との連携による森林の好循環利用の整備推進 

・Ｊークレジット制度に関する連携と活用 

事業者 ・Ｊークレジット制度に関する連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

取組指標 
現況値 目標値 

目標値の設定根拠 
2019 年度 2030 年度 2050 年度 

家庭における太陽光発電設備の 

導入件数 
625 世帯 975 世帯 11,300 世帯 再生可能エネルギー導入目標 

新築住宅の ZEH 導入件数 － 400 件 － 
地球温暖化対策計画 
(新築住宅の導入率 100%) 

HEMS 導入件数 190 世帯 1,000 世帯 全世帯 
地球温暖化対策計画 
(全国 4,940.4 万世帯へ導入) 

工場・倉庫における太陽光発電 

設置事業所数 
4 事務所 15 事務所 120 事務所 再生可能エネルギー導入目標 

商業施設等における太陽光発電 

設備設置事業者数 
50 事業者 176 事業者 1,430 事業者 再生可能エネルギー導入目標 

公共施設における太陽光発電の 

導入量 
0.05MW 0.9MW 1.１MW 再生可能エネルギー導入目標 

次世代自動車の普及割合 

(EV、PHEV、HEV、FCV、CNG) 
8.6% ５０％ １００％ 

未来投資戦略 2018 
（Ｈ30 年 6 月 閣議決定） 

公用車の次世代自動車導入台数

割合 
－ 

－ 

(71 台導入) 
100% 

大仙市公用車管理更新計画 
2030 年目標値の（  ）内は 2034 年度目標 

市民 1 人１日あたりの家庭系ごみ

排出量 
1,050g 

874g 以下 

(2025 年度) 
－ － 

ごみの資源化率 9.0% 
11.7%以下 

(2025 年度) 
－ － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  



 

 

 

 

気象要素 4℃上昇シナリオ ２℃上昇シナリオ 解説 

気温の変化 

年平均気温 約 4.６℃上昇 約 1.４℃上昇 
これまでの変化より大きく
気温の上昇が続きます。 真夏日 約 42 日増加 約 8 日増加 

熱帯夜 約 28 日増加 約 3 日増加 

雨の降り方の変化 

１時間に３０㎜以上

の雨の回数 
約 2.5 倍増加 約 1.6 倍増加 

気温が上がるほど雨の降
り方も極端になります。 

雨の降る日数 約 8 日減少 変化なし 

雪の変化 年最深積雪 約７０％減少 約３０％減少 
気温が上昇するほど雪は
減ります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野 予測される影響 

農業・林業・水産業 

・米、野菜等の収量・品質の低下 
・栽培適地の変化 
・害虫の分布域拡大、病害の発生地域拡大 
・家畜の繁殖能力の低下 
・野生鳥獣の生息域拡大による食害 
・鮭の遡上数減少 等 

水環境・水資源 
・河川・湖沼等の水質悪化 
・無降水日数の増加による渇水 
・水供給・需要バランスの変化 等 

自然生態系 
・イノシシ、シカなどの生息域拡大 
・高山植物の生息環境の変化 等 

自然災害 
・大雨や短時間強雨による河川や内水の氾濫、土砂災害 
の頻発化・激甚化 

健康 
・熱中症患者や死亡者数の増加 
・感染症媒介動物の生息域拡大 等 

産業・経済活動 
・気温上昇によるエネルギー需要量の変化 
・除雪や雪下ろし事業者への影響 
・スキー場や冬期レジャーへの影響 等 

市民生活 
・災害増加による生活インフラ（道路等）の寸断 
・暑熱による睡眠障害・ストレス等の増加 
・イベントや伝統行事への影響 等 



 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問1 あなたは環境問題に対して関心がありますか。あてはまる番号1つに○をつけてください。 

非常に関心がある 13.7% (n=112)

関心がある 49.4% (n=404)

少しは関心がある 34.6% (n=283)

関心が無い 2.3% (n=19)



 

 

 

 

 

 

 

7.
地球温暖化に関する情報提供(広報誌
やホームページなど)

(n=282)

8.
学校や地域などにおける環境学習の充
実

(n=395)

9.
二酸化炭素などの温室効果ガスの排出
に対する条例などによる規制

(n=191)

4.
コミュニティバスなどの公共交通機関の充
実、マイカー以外の交通手段の普及

(n=301)

5.
市民、団体などによる率先した地球温暖
化防止活動の促進

(n=234)

6.
環境に配慮した企業活動、産業活動の
促進

(n=301)

1. 省エネ家電・省エネ住宅の普及促進 (n=395)

2.
太陽光発電､風力発電､太陽熱利用な
どの再生可能エネルギーの利用促進

(n=507)

3.
電気自動車や燃料電池自動車などのク
リーンエネルギー車の普及促進

(n=358)

10. 特になし (n=38)

11. その他 (n=32)

46.8 

60.1 

42.4 

35.7 

27.7 

35.7 

33.4 

46.8 

22.6 

4.5 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問２ 「ゼロカーボンシティ」実現のために、市はどのようなことを優先的に取り組むべきだと思い

ますか。あてはまる番号すべてに○をつけてください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ あなたの家では将来、省エネルギーや再生可能エネルギーの利用に向け、以下の 1～

16 の関連機器について、設置・利用や取組みのお考えはありますか。それぞれの関連設

備について、あてはまる番号 1 つに○をつけてください。 

1. 住宅用太陽光発電システムの導入 (n=757)

2.
薪ストーブやペレット(木質燃料)ストーブ
を設置

(n=755)

3.
屋根や壁面、窓は、断熱性や気密性が
高いものを使用

(n=756)

4.
エコジョーズ、エコウィル、エコキュートな
ど、効率の良い給湯機の導入

(n=768)

5.
家庭用燃料電池システム(エネファーム)
の設置

(n=751)

6. 蓄電池の導入 (n=744)

7.
電力消費や待機電力の少ない家電製
品への買い替え

(n=763)

8. LEDなど高効率照明の導入 (n=782)

9.
排出ガスが少なく燃費の良い自動車へ
の買い替え

(n=762)

10. 電気自動車(EV)の導入 (n=756)

11. 燃料電池自動車(FCV)の導入 (n=746)

12.
屋上緑化や壁面緑化、緑のカーテンなど
建物の緑化

(n=755)

13.
家庭ごみの減量のため、電動生ごみ処
理機、生ごみ処理器の活用

(n=770)

14. 雨水貯留槽の設置 (n=760)

15. HEMSの導入 (n=748)

16. 既存住宅のZEH化 (n=747)

5.0 

4.9 

37.4 

27.3 

0.9 

3.0 

14.4 

54.1 

17.5 

2.4 

0.7 

4.8 

9.5 

2.0 

0.7 

0.3 

1.3 

2.1 

7.0 

7.4 

3.2 

4.7 

22.0 

20.1 

14.2 

8.7 

3.1 

5.6 

5.6 

1.8 

0.5 

0.7 

66.4 

48.6 

46.6 

49.3 

59.9 

59.3 

55.3 

22.3 

56.3 

63.9 

60.2 

53.9 

60.1 

44.7 

46.9 

50.9 

27.2 

44.4 

9.0 

15.9 

36.0 

33.1 

8.3 

3.6 

12.1 

25.0 

36.1 

35.8 

24.8 

51.4 

51.9 

48.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入済み 導入検討中(予定含む)
導入予定はないが、関心はある 導入予定はなく、関心もない



 

 

 

 

  

7.
見込みどおりの成果が得られるかわから
ない

(n=339)

8. 導入するきっかけがない (n=174)

9. 特に支障があると感じることはない (n=101)

10. その他 (n=30)

1. 導入費用が高い (n=701)

2. 撤去時の費用負担が不安 (n=411)

3. 今の状態で問題がなく、変えたくない (n=156)

4.
導入するためには何をすればよいのかわ
からない

(n=194)

5.
電気自動車(EV)・燃料電池自動車
(FCV)の充電設備が少ない

(n=378)

6.
導入に対しての優遇措置(助成金等)が
少ない

(n=353)

83.1 

48.7 

18.5 

23.0 

44.8 

41.8 

40.2 

20.6 

12.0 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問４ 省エネ・再生エネ機器を導入するのに、支障があると感じるものは何ですか。あてはまる

番号すべてに○をつけてください。 



 

 

 

  

問１ 節電や省エネ行動として望まれる次の各行動についてお尋ねします。それぞれの項目に

ついてあてはまる番号 1 つに○をつけてください。該当する機器を保有していない等の場合

は、「該当しない」に○をつけてください。 

1.
クールビズ・ウォームビズ等により、エアコン
などの温度設定を調節している

(n=86)

2.
会議室やトイレなどの照明は、こまめに消
灯している

(n=86)

3. 昼休みは室内消灯をしている (n=85)

4. ノー残業デーを設定・実施している (n=86)

5.
電球・蛍光灯の部分除去等による減灯
をしている

(n=85)

6.
パソコンなどの事務用機器は省エネモー
ドに設定している

(n=85)

7.
空調を使用する時は、ブラインドを活用
するなど効率利用に努めている

(n=86)

8.
外気の取り入れを行い、冷房時間を短
縮している

(n=85)

9.
冷房を使用する時期は、空調の起動順
序を変更し、外気のカットに努めている

(n=85)

10. 冷暖房時の冷温水温度を調節している (n=85)

13.
ノーカーデーを推進するとともに、エコドラ
イブを実践している

(n=85)

14.
環境への貢献に取り組むとともに、環境
に関する市の事業に参加している

(n=86)

15.
エコマーク付き商品など、環境にやさしい
製品を購入するようにしている

(n=86)

11. 冷却水温度を調節している (n=85)

12.
ボイラーの燃焼空気比を調節し、燃焼
効率の向上に努めている

(n=86)

59.3 

84.9 

50.6 

18.6 

36.5 

56.5 

68.6 

47.1 

34.1 

21.2 

10.6 

14.0 

5.9 

15.1 

15.1 

34.9 

11.6 

23.5 

12.8 

11.8 

22.4 

19.8 

35.3 

27.1 

10.6 

10.6 

9.3 

7.1 

18.6 

46.5 

3.5 

2.3 

16.5 

38.4 

43.5 

20.0 

8.1 

12.9 

30.6 

40.0 

38.8 

38.4 

62.4 

55.8 

31.4 

2.3 

1.2 

9.4 

30.2 

8.2 

1.2 

3.5 

4.7 

8.2 

28.2 

40.0 

38.4 

24.7 

10.5 

7.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい ときどき いいえ 該当しない



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問２ 問１で「いいえ」と回答した項目が 1 つ以上あった方にお尋ねします。取組めていない理

由について、最もあてはまる番号 1 つに○をつけてください。 

業務上活動困難である 28.8% (n=21)

手間がかかる 4.1% (n=3)

経費・費用がかかる 2.7% (n=2)

業務上で不便になる 17.8% (n=13)

取組を行っても効果が分からない、

あるいは実感がわかない 12.3% (n=9)

どのような取組をすれば良いのか分からない

21.9% (n=16)

その他 12.3% (n=9)



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問３ 貴事業所が省エネ行動や温室効果ガス削減の取組を行う理由をお尋ねします。あては

まる番号すべてに○をつけてください。 

1. 環境への貢献（ＣＳＲ） (n=42)

2. 地域貢献活動 (n=21)

3. コスト削減 (n=55)

7. 顧客獲得・販路開拓 (n=4)

8. 省エネ法・温暖化対策法等 (n=23)

9. その他 (n=3)

4. 企業ＰＲ・自社イメージの向上 (n=13)

5. 商品ＰＲ (n=2)

6. 従業員の意識向上 (n=42)

48.8 

24.4 

64.0 

15.1 

2.3 

48.8 

4.7 

26.7 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80%



 

 

 

 

4. 高効率のボイラーやモーターなどの導入 (n=82)

5.
ヒートポンプ、潜熱回収、ガスエンジンな
ど高効率空調の導入

(n=84)

14. 建物のZEB化 (n=84)

15.
従業員一人ひとりの環境への意識向上
に向けた啓発や研修

(n=85)

12. 太陽光発電システムの導入 (n=85)

13. BEMSの導入 (n=84)

10. 燃料電池自動車（FCV）の導入 (n=84)

11. 屋上や壁面など建物の緑化 (n=84)

3. LEDなどの高効率照明の導入 (n=85)

8.
コージェネレーションシステムなどの高効
率発電設備の導入

(n=82)

9. 電気自動車（EV）の導入 (n=85)

6.
冷却水ポンプ、空調機等インバータ制御
の導入

(n=84)

7. 建築物の省エネ性能の向上 (n=84)

(n=84)

2. ESCO事業による省エネ技術の導入 (n=84)

1. 省エネ法の施行による削減 3.6 

0.0 

65.9 

4.9 

4.8 

4.8 

3.6 

2.4 

4.7 

2.4 

2.4 

3.5 

0.0 

0.0 

9.4 

6.0 

6.0 

15.3 

6.1 

8.3 

4.8 

8.3 

3.7 

9.4 

8.3 

3.6 

3.5 

1.2 

1.2 

14.1 

64.3 

52.4 

15.3 

57.3 

53.6 

51.2 

58.3 

39.0 

54.1 

48.8 

39.3 

51.8 

34.5 

40.5 

62.4 

26.2 

41.7 

3.5 

31.7 

33.3 

39.3 

29.8 

54.9 

31.8 

40.5 

54.8 

41.2 

64.3 

58.3 

14.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入済み 導入検討中(予定含む)
導入予定はないが、関心はある 導入予定はなく、関心もない

問４ 貴事業所では将来、省エネルギーや再生可能エネルギーの利用に向け、以下の 1～

15 の関連機器について、設置・利用や取組みのお考えはありますか。それぞれの関連設

備について、最も近い番号を 1 つ選んで○をつけてください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問５ 省エネ・再生エネ機器を導入するのに、支障があると感じるものは何ですか。あてはまる

番号すべてに○をつけてください。 

1. 導入費用が高い (n=70)

2. 撤去時の費用負担が不安 (n=21)

8. 特に支障があると感じることはない (n=10)

9. その他 (n=5)

6.
見込みどおりの成果が得られるかわから
ない

(n=24)

7. 導入するきっかけがない (n=16)

5.
導入に対しての優遇措置(助成金等)が
少ない

(n=25)

3. 今の状態で問題がなく、変えたくない (n=20)

4.
導入するためには何をすればよいのかわ
からない

(n=22)

81.4 

24.4 

23.3 

25.6 

29.1 

27.9 

18.6 

11.6 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問６ 地球温暖化防止のために、貴事業所が市に期待している施策は何ですか。あてはまる

番号を 3 つまで選んで○をつけてください。 

地球環境保全に関する調査・研究を進
め、広く情報提供を行う

再生可能エネルギーを利用した設備導
入に関する支援制度を充実する

市と事業者の協働で新しい環境技術の
研究や実用化を促進する

二酸化炭素排出の少ない商品等の認
定、普及を促進する

(n=7)

(n=3)

(n=13)

(n=30)

(n=12)

11.

6. (n=2)

(n=12)

(n=38)

1. (n=26)

(n=20)

住民に対して環境保全意識の啓発活
動を行う

2.
事業所向けの省エネ対策などについて学
習の場を設ける

3.
温暖化防止対策・省エネ対策について
の相談窓口を設ける

4. ごみの減量化・リサイクルを推進する

5. (n=19)緑化を推進する

12.

13.

14.

9.

10.

7. (n=6)

8. (n=11)

(n=12)

事業者による環境自主行動計画などの
計画策定を促進する

事業者によるISO14001・エコアクション
21などの認証取得を促進する

省エネ活動（ESCO事業、省エネル
ギー診断）などを促進する

環境配慮事業者に対し、認証制度・表
彰制度を設ける

排出量算定や削減目標設定などを義
務付ける制度の取組を促進する
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